
 

2026年６月 30日 

各 位 

会 社 名  Ｐ Ｃ Ｉ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長    渡 辺  篤 史   

 （コード番号：3918 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 取 締 役 経 営 企 画 本 部 長  井 口  直 裕 

 （TEL.03-6858-0530） 

 

(開示事項の経過)当社連結子会社との合併契約締結（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年５月 20 日付「当社連結子会社との合併（簡易合併・略式合併）による純粋持株会社

から事業持株会社への移行に向けた基本方針決定に関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、

当社を存続会社とし、当社の完全子会社であるＰＣＩソリューションズ株式会社（以下、「ＰＳＯＬ社」

といいます。）を消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）について、本日開催の取締役

会の決議に基づき、合併契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。   

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しています。 

 

記 

１．本合併の目的 

本合併の目的につきましては、2026 年５月 20 日付公表の「当社連結子会社との合併（簡易合併・

略式合併）による純粋持株会社から事業持株会社への移行に向けた基本方針決定に関するお知らせ」

に記載の通りであり、変更はありません。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

① 合併に係る基本方針取締役会決議日 2026 年５月 20日 

② 合併契約承認に係る取締役会決議日 2026 年６月 30日（本日） 

③ 合併契約締結日 2026 年６月 30日（本日） 

④ 合併予定日（効力発生日） 2026 年 10 月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併に該当し、ＰＳＯＬ

社においては同法第 784 条第１項に規定する略式合併に該当するため、存続会社及び消

滅会社における合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく実施するものです。 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社、ＰＳＯＬ社を消滅会社とする吸収合併の方式によります。 

（３）本合併に係る割当ての内容 

本合併は、当社の完全子会社との吸収合併のため、株式その他の金銭等の割当ては行いませ

ん。 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



３．本合併の当事会社の概要（2026 年３月 31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

(1)名称 ＰＣＩホールディングス㈱ ＰＣＩソリューションズ㈱ 

(2)所在地 東京都港区虎ノ門一丁目 21 番 19 号 東京都港区虎ノ門一丁目 21 番 19 号 

(3)代表者の 

氏名・役職 
渡辺篤史・代表取締役社長 沼田昌昭・代表取締役社長 

(4)事業内容 持株会社 コンピュータソフトウェア及びサ

ービスのコンサルティング、企

画、開発、指導及び販売、保守 

(5)資本金 2,091 百万円 360 百万円 

(6)設立年月日 2005 年４月 11日 2012 年９月 19 日 

(7)発行済株式数 10,122,400 株 7,200 株 

(8)決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(9)大株主及び持株

比率 

㈱レスター 51.05%、ＰＣＩホール

ディングス従業員持株会 5.83% 
当社 100％ 

(10)直近の経営成績および財政状態 

決算期 2026 年３月期（連結） 2026 年３月期（単体） 

純資産 10,189 百万円 2,933 百万円 

総資産 16,023 百万円 5,579 百万円 

１株当たり純資産 981.43 円 407,395.82 円 

売上高 26,835 百万円 14,146 百万円 

営業利益 1,558 百万円 1,243 百万円 

経常利益 1,621 百万円 1,268 百万円 

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
1,129 百万円 923 百万円 

１株当たり 

当期純利益 
113.97 円 128,310.39 円 

 

４．本合併後の状況 

当社は、本合併に伴い、本合併の効力発生を条件として、商号を「ＰＣＩソリューションズ株式

会社」へ変更することを予定しております。また、純粋持株会社から事業持株会社へ移行すること

により、当社の事業内容については従来の持株会社としてのグループ経営管理等に加え、ＰＳＯＬ

社が展開している情報サービス事業（コンピュータソフトウェア及びサービスのコンサルティン

グ、企画、開発、指導及び販売、保守等）を営むこととなります。詳細については、５月 20日公

表の「定款の一部変更（商号の変更及び事業目的の変更）に関するお知らせ」をご参照ください。

なお、本合併による当社の所在地、代表者の役職・氏名、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微

であります。 

以 上 


